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第 1 労働行政を取り巻く情勢等 
 

１ 社会経済情勢 

愛媛県の人口は昭和 61年から減少に転じており、平成 27 年国勢調査確報値では

138 万 5262 人で、前回調査より 3.23％減少した。また、高齢化率は 30.35％（「高

齢者人口等統計表」（平成 28 年度） 愛媛県長寿介護課）と、全国平均を上回る急速

な高齢化が進んでいる。少子高齢化の進行は就業者数の減少をはじめ、社会経済上の

様々な面での影響が懸念され、地域の活力にとってもマイナスの影響を与えるおそれ

がある。 

このため、愛媛県においては、愛媛労働局も参画し「愛媛県人口ビジョン」、「愛媛

県版まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定して「地域に働く場所をつくる・人を

呼び込む」施策など人口減少問題の解決に向け、オール愛媛で取り組んでいる。 

最近の愛媛県内の経済情勢をみると、個人消費は、全体としては持ち直しが続いて

いる。また、企業の生産活動は一部で持ち直しの動きもみられるが、全体としては弱

い動きとなっている。このことから、１月の経済概況は、一部に弱い動きがみられる

ものの、緩やかな持ち直しが続いている。（「最近の県内経済情勢」（愛媛県産業政策

課）） 

 

２ 雇用をめぐる動向 

最近の愛媛県内の雇用情勢は、有効求人倍率が平成 25 年 10 月に 1.0 倍を超え、 

以降、継続的に上昇し、平成 28 年の平均は 1.40 倍となりバブル経済期を上回る高

水準で推移している。 

求人・求職の状況をみると、新規求人数は医療・福祉、建設業で人手不足が顕著で

あることなど増加基調で推移している。一方で企業整備等による事業主都合離職者が

減少するなど新規求職者数は減少基調で推移している。 

また、正社員求人倍率の推移では、平成 28 年 12 月に 0.99 倍となり、過去最高

値となるなど、雇用環境の改善が進んでいる。 

平成 29 年 3 月卒業予定者の就職内定率をみると、平成 29 年１月末現在、大学に

ついては 80.1％、高校については 93.8％となっており、就職内定率は、高校は前年

同期を若干下回ったものの、大学は上回っており、改善している状況にある。 

障害者雇用については、新規求職申込件数は減少したものの、就職件数は増加して

おり、特に精神障害者の就職件数の伸びが顕著である。一方、平成 28 年 6 月の障害

者雇用状況においては、実雇用率が 1.87％と過去最高であるものの、全国数値と比
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較すると、低調な状況である。 

 

３ 労働条件等をめぐる動向 

愛媛県内の労働基準監督署が平成28年に受理した解雇や賃金不払などの労働基準

関係法令違反が疑われる申告事案は 246 件と、前年比 26.8％の増加となった。 

総合労働相談コーナーに寄せられた相談件数（平成 29 年２月末現在）は 9,546

件で、そのうち個別労働関係紛争に関する相談件数は 2,341 件であり、その内容を

みると、いじめ・嫌がらせが最も多く、その他解雇・雇止めや自己都合退職の件数が

多数を占めている。 

また、セクシュアルハラスメントに関する相談や妊娠・出産・育児休業等を理由と

する不利益取扱いに関する相談が依然として寄せられている。 

平成 27 年における年間総実労働時間は事業所規模５人以上で 1,807 時間（全国：

1,734 時間）となっており、前年に比べて 15 時間増加している。常用労働者のう

ちパートタイムを除いた一般労働者については、年間総実労働時間は事業所規模 5 人

以上で、2,038 時間（全国：2,026 時間）と前年と比べて 12 時間減少している。 

平成２８年の労働災害（平成２９年１月末現在）は、休業 4 日以上の死傷者数は

1,3９4 人と前年より増加（対前年同期比４.５％増）し、死亡者数も１９人と前年よ

り増加（対前年同期比１８.８％増）した。 

 

 

第２ 労働行政の課題  

 

１ 「働き方改革」の推進などを通じた労働環境の整備・生産性の向上 

非正規雇用労働者の正社員転換・同一労働同一賃金の実現に向けた待遇改善、働き

方・休み方の見直し等による長時間労働の是正、生産性向上に資する人材育成の強

化・人材確保対策の推進、地域における安定的な雇用の創出による地方創生の推進及

び第 12 次労働災害防止計画の着実な推進等による労働者が安全で健康に働くことが

できる職場づくりなどにより、労働環境の整備・生産性の向上を図る必要がある。 

 

２ 女性、若者、高年齢者、障害者等の多様な働き手の参画 

全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できるよう、改正男女雇用機会均

等法や改正育児・介護休業法の履行確保、新卒者等の正社員就職の支援、高年齢者の

定年延長・継続雇用の促進、精神障害者・発達障害者・難病患者など多様な障害特性
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に応じた就労支援等による女性・若者・高年齢者・障害者等の活躍促進及び技能実習

制度の適正かつ円滑な推進等による外国人材の活用などにより、多様な働き手の参画

を図る必要がある。 

 

 

第３ 労働行政の重点施策 

 

１ 雇用環境・均等室の重点施策 

(１) 働き方改革と女性活躍の推進 

     ア 働き方改革の推進 

    ○ 企業トップ等に対する長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進等の働き

かけによる働き方改革・休暇取得促進 

○ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた「労働時間等見直しガイドライン」

の周知・啓発及び働き方・休み方改善コンサルタントによる助言・指導等 

○ 働き方改革の推進と若者や非正規雇用労働者等の労働環境や処遇の改善等に向

けた地域の政労使等関係者を構成員とする会議の開催 

イ 職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進 

○ 育児休業や介護休業等を取得しやすい環境整備のための改正育児・介護休業法

の確実な履行確保 

○ 「女性の活躍・両立支援総合サイト」など両立支援に関する効果的・効率的な

情報提供及び両立支援等助成金の活用による支援 

○ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出及び「く

るみん」、「プラチナくるみん」認定取得の促進 

ウ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対策の推進 

○ 配置・昇進等の男女間格差是正のため積極的な指導等による男女雇用機会均等

法及び関係法令の履行確保 

○ 自主的かつ積極的にポジティブ・アクションに取り組む事業主に対する支援 

エ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の実効性確保 

○ 女性活躍推進法の実効性確保のための報告徴収の実施及び「えるぼし」認定申

請に向けた取組促進 

○ 「両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）」の活用による中小企業の取組の

促進 

 

オ 非正規雇用労働者の正社員転換・同一労働同一賃金の実現に向けた待遇改善の取組 

 ○ 「愛媛県正社員転換・待遇改善実現プラン」に基づく、正社員転換、待遇改善
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の取組の着実な実施に努めるとともに、「愛媛非正規雇用労働者待遇改善支援セ

ンター」、「キャリアアップ助成金」を活用した非正規雇用労働者の待遇改善 

カ パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保等対策の推進 

○ 計画的な報告徴収の実施等によるパートタイム労働法の履行確保 

○ 「パートタイム労働者均等・均衡待遇指標（パート指標）」等の活用促進及びパ

ートタイム労働者の雇用管理改善に取り組む事業主等への支援 

キ 在宅ワーク対策の推進 

 ○ 「在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン」の周知啓発 

ク 民間企業における「配偶者手当」の在り方の検討に向けた取組 

 ○ 「配偶者手当の在り方の検討に関し考慮すべき事項」等の資料を活用した周知 

 

  (２) 安心して働くことのできる環境整備の推進 

     ア 総合的ハラスメント対策の一体的実施 

    ○ 「全国ハラスメント撲滅キャラバン」の実施等による職場における妊娠・出産、

育児休業等に関するハラスメント対策の推進 

 ○ いまだ取組が進んでない企業等を対象としたセクシュアルハラスメント対策

の推進 

 ○ 「パワーハラスメント対策導入マニュアル」等を活用した職場のパワーハラス

メントの予防・解決に向けた環境整備 

イ 妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いへの厳正な対応 

 ○ 妊娠・出産、育児休業等による不利益取扱いが疑われる事案には積極的な報告

徴収 

ウ 個別労働関係紛争の解決の促進 

 ○ 「ワンストップ・サービス」による相談、助言・指導及びあっせんを適切に実

施する総合労働相談コーナーの機能強化 

 ○ 「労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会」の開催等による関係

機関・団体との連携強化 

エ 男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法関係の紛争解決の援助 

 ○ 相談者のニーズに応じた男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及びパートタイム

労働法に基づく紛争解決の援助又は調停 

   オ 労働条件の確保・改善対策（周知・啓発等） 

○ 労使双方に対する無期転換ルールの積極的周知及び事業主による具体的な取組

の促進 

 ○ 専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法の円滑な実施及

び労使双方に対する法の内容の周知 
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○ 学生や事業主に対する労働基準関係法令の周知・啓発及び大学等への出張相談、

若者相談コーナーの設置による学生アルバイトの労働条件の確保に向けた取組 

   カ 最低賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援 

○ 経営改善と労働条件管理の相談等にワンストップで対応するため「愛媛県最低

賃金総合相談支援センター」を設置し、相談対応・専門家派遣を実施 

 ○ 業務改善助成金の活用による中小企業・小規模企業の最低賃金引上げに向けた

支援 

   キ 適正な労働条件の整備 

○ 職務、勤務地、勤務時間を限定した「多様な正社員」の普及・拡大を図るため

周知 

    ○ 「医療勤務環境改善支援センター」における医療従事者の労働時間等、勤務環

境の改善に向けた取組の推進 

○ テレワークの周知及びテレワーク導入経費に係る職場意識改善助成金の活用等

による普及促進 

○ 国家戦略特区法に基づき設置された「広島県・今治市雇用労働相談センター」

の周知 

   ク 豊かで安定した勤労者生活の実現 

○ 中小企業退職金共済制度の普及推進 

    ○ 勤労者財産形成促進制度の普及推進 
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２ 労働基準部の重点施策 

(1) 良質な労働環境の推進 

○ 雇用環境・均等室との連携による労働条件の向上に向けた総合的な施策の推進 

 

(2) 働き過ぎ防止に向けた取組の推進 

 ア 過労死等防止対策の推進 

○ 過労死等防止対策推進法とそれに基づく「過労死等の防止のための対策に関する

大綱」に沿った啓発、相談体制の整備、民間団体の活動に対する支援等の対策の

効果的な推進 

○ 地方公共団体との積極的な協力・連携による過労死等防止啓発月間(11 月)等の

啓発等の実施 

 イ 長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止に係る監督指導等 

○ 適正な労働時間管理、健康管理に関する窓口指導、監督指導等の徹底 

○ 時間外労働協定の適正な締結と限度基準告示の遵守についての指導 

○ 時間外労働時間数が月 80 時間を超える事業場や過労死等に係る労災請求が行

われた事業場に対する監督指導の徹底 

○ 社会的な影響力が大きい企業が、複数の事業場で違法な長時間労働を行ってい 

る場合の公表等の取組の徹底 

○ 11 月の「過重労働解消キャンペーン」における過重労働解消に向けた集中的な

周知・啓発等の実施 

 

  (3) 労働条件の確保・改善対策 

   ア 法定労働条件の確保等 

○ 事業場における基本的な労働条件の枠組み及びそのための管理体制の確立の 

定着に向けた指導など基本的労働条件の確立等 

○ 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」

の遵守を重点とした監督指導等の実施などによる賃金不払残業の防止 

○ 若者の「使い捨て」が疑われる企業等への取組 

○ 未払賃金立替払制度の迅速かつ適正な運営 

イ 特定の労働分野における労働条件確保対策の推進 

○ 荷主を含む関係業界に対する労働基準関係法令等の周知及び理解の促進、業界団 

体未加入の事業場に対する法令等の周知等による自動車運転者の労働条件の確保 

○ 四国運輸局愛媛運輸支局との連絡会議の開催及び長時間労働等の問題があると 

認められる事業場に対する的確な監督指導の実施 

○ 「トラック輸送における取引環境・労働時間改善愛媛県地方協議会」の開催 
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○ 技能実習生に係る労働基準関係法令違反があると考えられる事業主に対する重 

点的な監督指導の実施及び重大・悪質な労働基準関係法令違反事案に対する司法 

処分を含めた厳正な対処 

○ 高松入国管理局との相互通報制度の確実な運用及び技能実習生の人権侵害が疑 

われる事案に対する合同監督・調査の実施、積極的な司法処分の実施 

○ 障害者を使用する事業主に対する啓発・指導による問題事案の発生防止及び早

期是正 

○ 愛媛県等との連携による労働基準関係法令の周知や計画的な監督指導による介 

護労働者の法定労働条件の確保 

○ 「パートタイム労働法」の周知・啓発等によるパートタイム労働者の適正な 

労働条件の確保 

ウ 労働時間法制の見直し内容の周知 

○ 「労働基準法等の一部を改正する法律案」が成立した場合のあらゆる機会を通じ 

た、労使双方への周知徹底 

エ 「労災かくし」の排除に係る対策の一層の推進 

○ 「労災かくし」の防止に向けた周知・啓発 

○ 的確な監督指導の実施と司法処分を含めた厳正な対処 

 

 (4) 最低賃金制度の適切な運営  

○ 「愛媛地方最低賃金審議会」の円滑な運営 

○ 最低賃金額の改定等に係る使用者及び労働者への周知・遵守徹底 

○ 最低賃金の履行確保上問題がある地域、業種等への重点的な監督指導 

 

(5) 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり 

ア 治療と仕事の両立支援の推進 

 ○ 愛媛産業保健総合支援センターとの連携による企業をはじめとした関係者に対

する「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」の周知 

 ○ 地域の関係者（県衛生所管部局、医療機関、企業、労使団体、愛媛産業保健総

合支援センター、労災病院等）と連携した両立支援の取組の促進 

イ 12 次防の最終年度における労働災害防止対策の重点的取組 

 ○ 第三次産業（小売業、社会福祉施設、飲食店）対策 

・ 本社・本部での取組の推進を目的とした「働く人に安全で安心な店舗・施設づ

くり推進運動」の展開 

・ 経営トップのコミットメントの下、安全衛生方針の作成、作業マニュアルの作
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成と周知、安全衛生管理活動の決定と実施の促進 

・ 関係行政機関、関係業界団体等の連携の構築 

○ 陸上貨物運送事業対策 

・ 「陸上貨物運送事業の荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく事業者への

指導及び荷主等に対する要請 

・ 関係運輸団体等との連携による取組の更なる促進 

○ 製造業対策 

・ 「はさまれ・巻き込まれ」災害の防止のためのリスクアセスメントの実施の促進 

・ 鉄鋼業の設備の老朽化状況の分析結果および必要な対策の周知 

・ 派遣労働者の安全衛生教育の徹底や派遣元・派遣先の連携の促進 

○ 建設業対策 

  ・ 「墜落・転落」災害の防止のための改正安衛則の周知徹底とハーネス型安全帯

の普及促進 

 ・ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止に係るガイドライン」の周

知徹底 

   ウ 労働災害の防止に係る業種別対策にあたっての留意事項 

    ○ 「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」の継続実施による転倒災害防止対策の推進 

○ 「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づく交通労働災害防止対策の推 

 進 

    ○ 非正規雇用労働者に対する雇入れ時教育等の徹底と教育内容の充実の推進 

エ 化学物質による健康障害防止対策 

○ 「ラベルでアクション」を合言葉に、ラベル表示と安全データシートの入手・  

交付の指導 

○ 化学物質のリスクアセスメントの実施及びリスク低減対策の実施の推進 

    ○ 適切な保護具の選択や汚染時の洗浄を含む化学物質の取扱上の注意事項につい

ての指導 

オ 職場におけるメンタルヘルス・健康管理対策 

○ ストレスチェック制度の実施の徹底と「労働者の心の健康の保持増進のための 

指針」の周知、指導 

○ 労働者の健康管理対策の推進 

○ 小規模事業場への支援の周知、利用勧奨 

カ 石綿健康障害予防対策 

○ 建築物解体における石綿ばく露防止対策の推進 

・ 建築物の解体作業の石綿障害予防規則及び技術上の指針に基づく指導 

・ 解体工事等に関する情報の地方自治体との共有による届出や隔離の際の漏え 

い防止措置等の適切な実施 
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・ 石綿の輸入禁止の徹底等 

キ 職業性疾病等の予防対策 

○ 熱中症予防のための建設業、警備業等、夏季に暑熱な環境で作業を行う事業者 

に対する指導 

○ じん肺予防のための第８次粉じん障害防止総合対策の重点項目を踏まえた粉じ

ん障害防止対策の徹底についての指導 

ク 受動喫煙防止対策 

○ 職場での受動喫煙防止対策と助成金等活用の周知、啓発 

ケ 安全衛生優良企業公表制度の周知 

コ ボイラー等の製造時検査の登録機関への移行 

サ 安全衛生教育等の推進 

 

(6) 労災補償対策の推進 

ア 過労死等事案に係る的確な労災認定と長期未決事案の発生防止 

○ 脳・心臓疾患事案及び精神障害事案（以下「過労死等事案」という。）の認定

基準等に基づく適切な処理 

○ 迅速な初動調査の実施及び局署管理者による期限を付した具体的な指示や指

導等、迅速処理に向けた的確な進行管理の徹底 

イ 労災補償業務の迅速・適正な事務処理の徹底 

○ 労災保険給付の請求に対する標準処理期間内の迅速な処理の徹底と認定基準

等に基づいた適正な認定 

○ 相談者等に対する懇切・丁寧な説明や請求人に対する処理状況の連絡等の実 

施の徹底及び相談者等の置かれた状況を的確に把握した漏れのない説明 

○ 特定個人情報の適切な取扱いの徹底及び個人情報の漏えい防止、石綿関連文 

書の適切な保存 

ウ 労災補償業務の効率化と人材育成 

○ 労災保険調査員、労災保険給付専門調査員及び第三者行為災害専門調査員等 

の相談員を活用した更なる業務の効率化 

○ 局署管理者による適切な進行管理及び業務指導 

○ 職員等の能力向上を図るための効果的な研修の実施 

エ 石綿関連疾患に係る的確な労災認定等 

○ 石綿関連疾患に係る労災保険給付及び特別遺族給付金の請求に対する認定基

準等を踏まえた迅速・適正な補償・救済 

○ 石綿関連疾患に係る補償（救済）制度の更なる周知と被災労働者等に対する 

労災保険給付及び特別遺族給付金の請求勧奨 
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オ 労災請求事案等に関する監督・安全衛生担当部署との連携 

○ 過労死等事案に係る監督・安衛部署との連携 

○ 外国人技能実習生に対する労災制度の周知及び請求勧奨 

カ 労災レセプト電算処理システムの普及促進 

○ 労災レセプト電算処理システムの利用勧奨の確実な実施 

キ 第三者行為災害に係る適正な債権管理等 

○ 求償すべき債権の的確な徴収決定及び納入督励等の組織的な進行管理 

ク 行政上の争訟に当たっての的確な対応 

○ 訴訟対応における応訴方針の明確化及び漏れのない主張・立証のための的確 

な補充調査等の実施 

○ 審査請求事案の迅速・適正な決定、改正労働保険審査官及び労働保険審査会 

法に基づく適切な対応 

 

(7) 労働基準監督署の窓口サービスの向上、各種権限の公正かつ斉一的な行使 

   ○ 適切な接遇の実施、相談しやすい環境の整備等による窓口サービスの向上 

   ○ 監督権限をはじめとする各種権限の公正かつ斉一的な行使の確保 

  

  (8) 社会保険労務士制度の適切な運営 

   ○ 不正事案に対する懲戒処分の適正かつ厳格な実施のための適切な調査の実施 
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３ 職業安定部の重点施策 

(1)  職業紹介業務の充実強化による効果的なマッチングの推進 

ア  求職者に対する就職支援の更なる強化 

○ 求職票の完全記入等、基本業務の徹底を土台にした求職者支援のさらなる強化 

○ 予約制・担当者制を積極的に活用した、よりきめ細やかな支援の実施 

○ 正社員求人への応募勧奨、積極的な職業紹介 

○ 応募書類作成支援、正社員限定のミニ面接会の積極的開催 

○ 雇用保険受給資格者の早期再就職に向けた取組の充実・強化 

イ 求人者に対する充足支援の更なる強化 

○ 求人票の完全記入等、基本業務の徹底を土台にした能動的・積極的マッチングの 

推進 

○ 求人者の人材ニーズの的確な把握と求職者のニーズに係る情報の提供による、求

職者が応募しやすい求人条件や求人票の記載内容に係る助言・援助 

○ 雇用管理指導援助業務との連携による充足に向けた支援の強化 

○ 正社員転換への働きかけ、求人票の記載内容の見直しや条件緩和の提案 

○ 職業相談部門職員の事業所訪問による求人企業のニーズの把握 

○ マッチング精度向上に向けた求人充足会議の更なる活性化 

   ウ 求人票の記載内容と実態が異なる問題への対応 

○ 求人内容の正確性、適法性の確保 

○ 問題に対する速やかな事実確認と事業主への是正指導の実施 

○ 職業安定部及び労働基準部並びに労働基準監督署、ハローワークの積極的な 

連携 

○ ハローワーク求人ホットラインの周知 

   エ 業務推進・改善のための体制等 

○ キャリアコンサルティング研修の推進による職員の専門性の向上 

○ 職員のスキルアップや接遇向上を図るための研修の実施 

    ○ 基本業務に係る点検の実施と利用者サービスの向上 

 

(2)  公共職業安定所のサービス改善・向上の周知 

 ア ハローワークにおいて提供するサービスの積極的な外部発信とサービス改善・向上 
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○ ハローワークの提供する様々なサービスの効果的な発信 

○ 利用者の視点に立った窓口サービスの一層の改善・向上 

イ ハローワークシステムにおける適切な個人情報の管理の徹底 

○ 個人情報管理の適切な管理についての継続的・効果的な確認の徹底 

 

(3)  雇用保険制度の安定的運営 

ア 適正な雇用保険適用業務の運営 

○ 改正雇用保険法の周知徹底と着実な実施 

○ 被保険者資格の取得又は喪失の確認等の各種手続きの適正な審査の実施 

イ 雇用保険受給資格者の早期再就職の促進 

○ 個別就職支援の積極的な実施 

○ 再就職手当等の就職促進給付及び就職支援セミナーの活用 

   ウ 不正受給の防止 

○ 受給資格者説明会等における雇用保険制度の一層の周知徹底による不正受給防

止の啓発及び各種届出書類の厳密な審査及び確認 

 エ 電子申請の利用促進 

○ 雇用保険被保険者資格取得届、雇用保険被保険者喪失届、高年齢雇用継続基本 

 給付金等の利用促進 

○ 雇用保険電子申請事務センターの設置準備 

○ 社会保険労務士及び労働保険事務組合等への利用勧奨 

   オ マイナンバーの適切な取扱い 

○ マイナンバー（個人番号）の漏えいを防止するための必要な安全管理措置の徹底 

   

  (4)  非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善 

ア 非正規雇用労働者の正社員転換や待遇改善の推進 

○ キャリアアップ助成金等の積極的な活用 

○ トライアル雇用奨励金の活用によるフリーター・ニート等の正社員就職の支援 

    ○ パートタイム労働法の周知・啓発 

   イ  雇用関係助成金の活用による企業の生産性向上 

○ 制度の活用促進による、企業の生産性向上への取組支援 

   

(5) 人材確保対策の推進や労働生産性の向上等による労働環境整備 

ア 雇用管理改善による「魅力ある職場づくり」の推進 
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○ 職場定着支援助成金の周知や活用促進 

○ 人材確保のための雇用管理改善促進事業の実施 

 

   イ マッチング支援の強化 

○ 福祉分野（介護・医療・保育職種）への就職支援、求人充足支援 

○ 「介護求人充足支援強化プログラム」の取組 

○ 求職者向けセミナー、施設見学会、就職面接会等によるマッチングの取組強化 

○ 「ナースセンター・ハローワーク連携事業」等を推進し、愛媛県ナースセンタ 

ー等の関係機関との連携による就職促進 

○ 「保育士マッチング強化プロジェクト」、「建設人材確保プロジェクト」の推進 

 

(6)  地方自治体と一体となった雇用対策の推進 

   ア  雇用対策協定等の推進について 

      ○ 県との「愛媛県雇用・人材確保対策協定」に基づく総合的な雇用対策の実施 

○ 県と連携した一体的実施事業「愛媛県地域共同就職支援センター」の共同運営 

   イ 生活保護受給者等就労自立促進事業の推進 

○ ハローワークと地方自治体が一体となった生活保護受給者等の生活困窮者の就

労支援の充実 

ウ ふるさとハローワークにおける地方自治体と連携した職業相談・職業紹介 

○ 「西予市ふるさとハローワーク」における求人情報の提供及び職業相談・職業紹

介の実施 

     エ 地方自治体が行う無料の職業紹介事業への協力 

      ○ ハローワークが所有する求人・求職情報のオンライン提供に係る取組の推進 

 

(7) 女性の活躍促進・ひとり親に対する就業対策の推進 

 ア 母子家庭の母等の雇用対策の推進 

  ○ 「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」の実施等による早

期就職促進 

イ 女性のライフステージに対応した活躍促進 

○ マザーズコーナーにおける、担当者制による職業相談 

○ 地域の関係機関との連携による就職を希望する子育て女性への支援 

 

 

(8) 若者の活躍促進 

ア 新卒者等への正社員就職の支援 
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○ 「若者雇用促進法」の事業主、職業紹介事業者、大学、新卒者等への周知 

○ 学卒ジョブサポーターによる大学などへの出張相談・セミナー・個別の就職支援 

等の実施 

○ 既卒3年以内の者や中退者といった新卒者以外の若者の正社員就職の支援 

○ 新卒応援ハローワークの周知・広報の徹底 

○ ユースエール認定制度や「若者応援宣言企業」の若者への情報発信と重点的な 

マッチング支援 

○ 新卒者等就職・採用応援本部会議の活用による関係機関等との連携 

・就職面接会の開催 

○ 職業意識形成支援の積極的推進 

・高校生に対する就職ガイダンスの実施 

・高校内企業説明会の実施 

・企業担当者と高等学校担当教諭の情報交換会の実施 

○ ミニ面接会の開催等重点的なマッチングの実施 

イ フリーター等の正規雇用化の推進 

○ 愛媛わかものハローワーク、わかもの支援窓口による就職支援 

○「トライアル雇用奨励金」、「求職者支援制度」の周知及び活用促進 

○「ジョブカフェ愛work（愛媛県若年者就職支援センター）」、「えひめ若者サポ 

 ートステーション」等との連携による職業的自立支援      

 

(9) 高年齢者の活躍促進 

ア 企業における高年齢者の定年延長・継続雇用の促進等 

○ 高年齢者雇用安定法に基づく雇用確保措置未実施企業への的確な助言・指導 

○「高年齢者雇用アドバイザー制度」、「65歳超雇用推進助成金」等支援制度の 

 積極的活用促進 

イ 高年齢者に対する再就職支援の強化 

○ 高年齢者の専門相談窓口「生涯現役支援窓口」の機能拡充による、65歳以上 

 の高年齢求職者への再就職支援の強化 

○ 起業等を支援する「生涯現役起業支援助成金」の積極的な周知 

ウ 地域における就業機会の確保に向けた取組の充実 

    ○ シルバー人材センター事業の効率的な推進と適正な運営についての指導 
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(10)  障害者、難病患者、がん患者等の活躍促進 

ア 「障害者雇用率改善プラン」の取組 

○ 県と連携した「障害者雇用率改善プラン」の各取組の確実な実施 

イ 改正障害者雇用促進法の円滑な施行に向けた取組の推進 

○ 障害者差別禁止及び合理的配慮の提供義務の履行確保のための助言・指導の実施 

ウ 多様な障害特性に応じた就労支援の推進 

○「精神障害者雇用トータルサポーター」、「障害者トライアル雇用事業」の活用 

等による精神障害者の雇用促進及び職場定着支援の実施 

○ 福祉、教育、医療から雇用への移行推進事業の実施 

○ 発達障害者の特性に配慮した支援の実施 

○ 就職から職場定着まで一貫した支援を行う「チーム支援」の実施体制の強化 

○ がん等の長期にわたる治療等が必要な疾病をもつ求職者への就職支援 

エ 中小企業に重点を置いた支援策の実施 

○ 障害者を雇用する中小企業事業主に対する各種助成制度の周知及び活用促進 

 

  (11) 民間等の労働力需給調整事業の適正な運営の促進 

     ○ 民間や地方自治体による職業紹介事業・労働者派遣事業の適正な運営 

○ 指導監督、許可申請・届出処理等の適切な実施 

 

  (12)  職業能力開発関係業務の推進 

ア 公的職業訓練の周知・広報に係る取組の推進 

    ○ 公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ「ハロートレーニング～急がば学べ～」 

     の周知・広報による公的職業訓練に認知度向上及び更なる活用促進 

イ 地域のニーズに即した公共職業訓練・求職者支援訓練の展開 

○ 訓練ニーズの把握及び訓練関係機関への体系的な情報提供 

○ 訓練ニーズ等を踏まえた総合的な地域職業訓練実施計画の策定 

ウ ジョブ・カード活用促進 

○ ジョブ・カードを活用した積極的なキャリアコンサルティングの実施 

 

  (13)  公共職業安定所のマッチング機能に関する業務の成果を表す指標 

別紙「平成 29 年度公共職業安定所のマッチング機能に関する業務の成果を表す指標」参照） 
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４ 労働保険徴収室の重点施策 

 (1) 労働保険の未手続事業一掃対策の推進 

 ○ 未手続事業の積極的かつ的確な把握及び加入勧奨 

 ○ 加入勧奨に応じない未手続事業に対する強力な手続指導及び職権による成立手続 

 

(2) 労働保険料等の適正徴収 

   ○ 実効ある滞納整理の実施による収納率の向上 

   ○ 実効ある保険料算定基礎調査の実施 

○ 的確な認定決定等の実施 

   

  (3) 電子申請の利用促進  

○ 社会保険労務士等に対する利用勧奨 

○ 電子申請体験コーナーの利用勧奨 

 

 

第４ 労働行政の展開に当たっての基本的対応 

 

１ 総合労働行政機関としての機能（総合性）の発揮 

○ 労働局、労働基準監督署及びハローワークが一体となった機動的かつ的確な対応 

 

２ 地域に密着した行政の展開 

○ 地方自治体、労使団体等関係団体との緊密な連携 

○ マスコミやホームページ等を活用した積極的な広報の推進 

 

３ 保有個人情報の厳正な管理及び情報公開制度・個人情報保護制度への適切な対応 

○ 「厚生労働省保有個人情報管理規程」等に基づく、個人番号（マイナンバー）等保

有個人情報の厳正な管理 

○ 開示請求等の適切な処理、適正かつ円滑な運用 

 

４ 行政サービスの向上 

○ 利用者の立場に立った親切で分かりやすい窓口対応、迅速な事務処理 
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別 紙 

平成 29 年度公共職業安定所のマッチング機能に関する業務の成果を表す指標（Ｐ） 

１ 必須指標（都道府県労働局・公共職業安定所ごとに計画を策定し、目標管理を行うもの） 

(1) 主要指標 平成 29 年度目標 

① 就 職 件 数 (常用） ２２，１５７件以上 

② 充 足 件 数 （常用、受理地ベース）   ２１，７００件以上 

③ 雇用保険受給者の早期再就職件数 ６，１１０件以上 

(2) 補助指標 

① 満 足 度（求人者） ９０％以上 

② 満 足 度（求職者） ９０％以上 

③ 求人に対する紹介率 （28 年度実績以上）％以上 

④ 求職者に対する紹介率 （28 年度実績以上）％以上 

 
 
２ 重点指標（地域の課題を踏まえ、公共職業安定所が特に重点的に推進し成果を挙げる必要がある

業務に係る指標を選択し、目標管理を行うもの） 
 

(1) 重点指標 平成 29 年度目標 

① 生活保護受給者等の就職件数  ３８０件以上 

② 障害者の就職件数 （28 年度実績以上）件以上 

③ 学卒ジョブサポーターの支援による正社員就職件数 １，９６３件以上 

④ ハローワークの職業紹介により、正規雇用に結びついたフリー
ター等の件数 

３，２９３件以上 

⑤ 公的職業訓練の修了３ヶ月後の就職件数 １，０１３件以上 

⑥ マザーズハローワーク事業における担当者制による就職支援を 
受けた重点支援対象者の就職率 

８９．４％以上 

⑦ 正社員求人数 ５８，７５７件以上 

⑧ 正社員就職件数 １１，３２８件以上 

⑨ 介護・看護・保育分野の就職件数 ３，９００件以上 

⑩ 建設分野への就職件数 ６２７件以上 

⑪ 生涯現役支援窓口（仮称）での 65 歳以上の就職件数 ７８件以上 

 


